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平成２８年第２回さくら市議会定例会一般質問順番 

 

 

       平成２８年６月６日 ４人 

質問順番 質問者名 

１番 櫻井  秀美 議員 

２番   若見  孝信 議員 

３番   福田  克之 議員 

４番   加藤  朋子 議員 

 

 

平成２８年６月７日 ４人 

質問順番 質問者名 

１番 大河原 千晶  議員 

２番 小菅  哲男 議員 

３番 大橋  悦男 議員 

４番 岡村  浩雅 議員 
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櫻 井 秀 美  議員 

１．塩谷広域行政組合ごみ処理施設建設と人見新管理者の考えについて 

  ①２市２町の議員会からの５月１７日提出の要望書から新管理者の考えを 

   問う。 

  ②２月のごみ処理施設工事請負契約議案否決後の組合としての責任問題を 

   どう対処するのか問う。 

 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．旧瀧澤邸について 

  ①２７年度及び２８年度のイベントとその入場者数。 

  ②今後の利活用のあり方と整備計画について。 

  

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

３．職員の人事評価制度と給与制度について 

  ①能力態度評価と実績評価について。 

  ②現在の級別職員数は（全職員）。 

  ③再任用の人数と給与額別人数は（短時間勤務・フルタイム）。 

  ④職員数と臨時職員数及び職員に対する臨時職員の比率は（一般職のみ）。 

 

 

  

答弁を求める者  市長 
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若 見 孝 信  議員 

１．インバウンドの推進について 

  ①本市における外国人観光客数の推移はどのようになっているのか。 

  ②本市において外国人観光客を呼び込む観光資源としては何を想定して 

いるのか。その理由と根拠は。 

  ③本市における訪日外国人旅行消費額の目標額を設定してはどうか。 

  ④本市の観光関連情報を発信するため、英語をターゲットとする国の言語 

   によるホームページを開設してはどうか。 

   

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．介護離職対策について 

  ①本市における介護離職数や介護をしながら働いてる人の数や、年代、性別、 

   介護期間などの現状はどうなっているか。把握していない場合は実態調査を 

   行ってはどうか。 

  ②本市での必要なサービスは確保できているか。 

   施設はあっても看護師・介護士が不足しているため入所できないといった 

   状況はあるのか。 

 

 

答弁を求める者  市長 
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福 田 克 之  議員 

１．さくら市の女性活躍推進と男女共同参画推進について 

  ①市としての女性活躍推進の取り組み状況は。 

  ②「男女共同参画宣言」や民間企業の連携など今後の取り組みは。 

 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．企業誘致アドバイザーの業務について 

  ①４月から業務状況について現在の取り組み状況は。 

  ②就活応援、移住セミナーなど、他の部署との事業連携は。 

  ③国、県、民間企業、団体との連携は。 

 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

３．さくら市の観光について 

  ①道の駅きつれがわ工事期間中の観光ＰＲは。 

  ②２０１８年４～６月に栃木県とＪＲ東日本が県を対象地として実施する 

   大型観光キャンペーン「デスティネーションキャンペーン」について、 

   市としての取り組みは。 

 

 

答弁を求める者  市長 
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加 藤 朋 子  議員 

１．障害者差別解消法の運用は 

   平成２８年４月本格施行を受けての当市での現状と対策、今後の施策 

  について問う。 

  ①施設の改善及び整備は、また職員の対応は。 

  ②市民への啓発は。 

  ③障害者差別解消支援地域協議会の設置は。 

  ④情報格差の解消は。 

  ⑤学校現場での対応は。 

  ⑥災害時の対応は。 

 

  

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．ソーシャルビジネスの可能性を問う 

   少子高齢化、人口減少、環境破壊、障がい者福祉、まちづくり等々、 

  さまざまな社会課題をビジネスのノウハウで解決しようとする手法を 

  ソーシャルビジネス（ＳＢ）といい、各地で住民、ＮＰＯ、企業など 

  が連携しながら取り組んでいる。ＳＢには問題解決のみならず、地域 

  の資源、施設の有効活用、雇用の創出、市民の生きがい作り、地域コ 

ミュニティの活性化等様々な効果が期待される。 

 本市としても積極的に取り組むべきではないかと考えるが、市長の 

見解を問う。 

 

 

答弁を求める者  市長 
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大河原 千 晶  議員 

１．公共下水道について 

  ①公共下水道の完了が平成２７年度末であったが、平成３３年度末に延長 

した理由は。 

  ②全体ではなく氏家・喜連川各地区それぞれの整備率と加入率は。 

  ③加入率向上の為にどのような措置がとられているか。 

  ④事業全体予算での対費用効果は、計画上の効果と実績との差異はどのく 

   らいあるのか。 

   

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．公共交通について 

  ①東野路線バスに対する補助金に対し、どのように評価し考えているか。 

  ②デマンドタクシーとの連携事業で平成２７年度より金券補助をおこなって 

いるが、一年経過した実績は。 

  ③現時点において、東野バス路線の変更や改善点はあるか。 

 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

３．菖蒲沢公園について 

  ①湖沼公園の開放についての進捗は。 

  ②湖沼公園の閉園の経緯は。 

 

答弁を求める者  市長 
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小 菅 哲 男  議員 

１．防災強化、自治体が今できることについて 

  ①自治体のＢＣＰについて（災害が発生した後に自治体が生き延びる、 

自治体として業務を継続するための計画）を構築しているのか、また 

どのように考えているのか。 

  ②公共施設の耐震化、市内一般住宅の耐震化、各行政区公民館の耐震化 

   についてどのように考え、早急に進める考えはあるのか。 

 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．自治体間の交流について 

  ①現状の交流内容は、どのようか。 

  ②自治体間の交流事業が災害救助活動に果たす役割をどのように考えるか。 

  ③今後姉妹都市、友好都市、友好交流都市、国際交流都市等を増やす考え 

   はあるか。 

 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

３．小中一貫教育について 

  ①制度化に伴って、本市において導入する考えはあるか。 

 

 

答弁を求める者  市長、教育長 
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大 橋 悦 男  議員 

１．財政経営の現状と今後の課題について 

  ① 平成２７年度の決算見込みについて。 

  ② 平成２６年度の連結バランスシートについて。 

  ③ 今後予想される大きな行政需要について。 

  ④ 今後５年間の財政計画について。 

  ⑤ さくら市人口ビジョンにおける一般会計への影響について。 

 

  

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．空き家対策について 

  ①「特定空き家」対策について。 

  ② 空き家バンク制度への取り組みについて。 

 

  

答弁を求める者  市長 
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岡 村 浩 雅  議員 

１．重度心身障害者医療費現物給付について 

  ①平成２４年７月２４日に栃木県障害福祉課の主催による検討会後の議論の

進捗状況は。 

  ②市単独での現物給付導入の考え。 

 

答弁を求める者  市長 

 

 

 

２．ひとり親家庭支援（特に父子家庭）について 

  ①本市内、母子家庭・父子家庭それぞれの世帯数について。 

  ②父子家庭支援現在のメニューを紹介ください。 

  ③民生委員・児童委員定例会、研修会等での父子家庭支援制度周知の考え。 

  ④学童保育時間延長の考えはあるか。   

 

                         答弁を求める者  市長 

 

 

 

３．ごみステーション設置場所について 

  ①ごみステーション設置場所基準について。 

  ②市有地をごみステーションとして貸し出すことはしないと聞いているが、 

   例外的に貸し出している場所が存在する。その理由、また誰がどのような 

   根拠に基づき判断するのか。 

   

答弁を求める者  市長 


